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昭和 39!ii三度日野市各会計

決算審査意見について

昭和 4 0年 7月 26日付日財発第 848号をもって、

地方自治法第 233条第 2項の規定により、審査に付さ

れた昭和 3 9年度目野市一般会計及び各特別会計才入、

才出決算を審査した結果、月Ij紙のとお b意見を片付します。
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昭和 3 9年度決算審査意見書

〈ー)一般会計

1.総説

昭和 39年度一般会計決算額は次の通 りである。

オ入 総額 9 8 0， 2 9 3， 4 1 9円

オ出総額 9 4 5. 5 8 1. 6 0 2円

オ入オ出差引額 3 4.7 1 1. 8 1 7円

収入未済額 2 2.3 1 1，8 20円

以上の計数は関係l帳簿及び証j墨書類と照合した結果計数に誤りなく、オ入

オ出差引鋭 34.71 1. 81 7円は昭和 40年度一般会計に繰入金としてオ入

陀計上されていることを確認した。

ぞイ) 財政の推移

昭和 39年度一般会計オ入総額は 98 0， 2 9 3. Ll 1 9円、オ出総額 945.58 

1.60 2円で、差引 34. 7 1 1. 8 1 7円が 昭和 40年度に繰越金として計上さ

れたが、 これを前年度昭和 38年度決算に比唆するとオ入において 10 3， 

4 50，92 6丹、オ出にま品、て 85631，6 96円といずれも増加し、繰越金に

おいては 38年度決算Kより、 39年度に繰越された016，89 2.5 87円K対

し、本年度決算 Kよる 40年度繰越金は 34.7i 1. 8 1 7円で差511ス81ヌ2

3 0円の増となっている。 38年度に対するオ入増加率は 11.80%、オ

出増加率は虫 96 %で、前年度におけるオ入増加率 31.21%、オ出増加

率 5ス73%の急激な財政発展Kは、はるかに}えばないが、然し一年間に

おける市財政の推移が 10%台に発展していることを物語っている。

以上のオ入、 オ出について各自半期毎に収支の状況をみる と次表のとお

りで、社ァ四、四半期における 29， 7 %のオ入執行率は徴税業務に対する努

力の現れであり、出納閉鎖期までの1.8.6%は国庫支出金、都支出金の支

払が慣例にょっ遅延するため止むを得ないとしても、 3 8年度比比較して
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減少していることは好ましL、。

各四半期における収文の執行は必ずしも均衡がとれているとは云われない

が、収支のバランスに対する努力の跡が窺える。

各四半期別収支一覧表

オ入執行 率 オ出執行率
期 間

3 8年度 3 9&f護 38年度 39年度
トー一

第一、四半期 1 3.1% 1 2.5 % 1 2.1% 1 1. 9 % 

第二、四半期 20.6 1 Z 3 20.8 1 3.3 

第二、四半期 2 0.1 2 1. 9 2 4.5 2ス6

第四、四半期 2 0.1 2 9. 7 2 1. 8 24.0 

出納閉鎖期まで 2 6. 1 1 8.6 2 O. 8 2 3.2 

計 100 1 0 0 100 100 

判 決算の適否

オ入、オ出とも帳簿及び証書類と照合して慎重に審査を遂げたのである，

が、その結果は計数に誤りはみられなかった。

付 決算の提也時期

収入役から市長 K対する決算提出の時期並びK市長から盤査委員の審査

陀付する時期は、地方自治法示 23 3条に基づいて法定 どおり 期限内に提

出され適切であった。

2. 各説

(イ)オ入

白) 昭和 39年度一般会計オ入決算は予話総樹 1.0 6 4. 2 5 O. 0 0 0円に対し

収入済額 98 O. 2 9 3.4 1 9円で83.9 56.5 8 1円の収入滅であり、執行率は

9 2. 1 1 %である 。調定舗 1.0 0 2. 7 8 6， 1 0 8円に比殺すれば 9ス76%

の収入率で差引 22，492.68 9円となるが、不納欠損鋭が 180，86 9円で

あるため本年度の収入未済舗は22.3 1 1. 8 20円となり、これらの内訳
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は次表のとおりである。

一般会計オ入執行諮及び収入率一覧表

区 分 年 度 予 算 額 認 よr-'-とー 客百 収入済 額 事d予率
収成l

3 8{:f:変 49“ 09.00~ 51又73879~ 492.438ωF 9虫O2// 0 
市 税

3 9勾支 633.966，000 637，533.058 615，530，542 9ス1 96.5 

3 8年度 441，869，800 385.443.793 384.4 04.4 03 8ス0 99.7 
税外収入

39年度 430.284.000 365.253，050 364.762，877 84.8 99.9 

3 8年度 938，4 7 8.80 0 905.182，584 876.842.493 93.4 96.9 
計

39年度 1.064之50β00 1.002.786， i 08 93"0，293，41 9 

3 8年度に比較 してみると、収入率は僅かに 0.9% の上昇ではあるが、

収入済制は 10 3. 4 5 0， 9 2 6円の増収となっている。執行率は1.3%下降

しているが、予算編成の見とおしが滴々甘かったと 言え よう 。

一定文会計オ入 執 行一 覧表

よごとl- 予算i 記 予算 調定
調定 数 収入済 構成比

対比 対比 対比

633，966，000 63ス533.058 10057 615530，542 ヲス09 9655 62.79 

地方交付税 7，735POO 7，735000 100.00 ス735，000 100.00 10000 0.79 

分担金及負担金 6，38ス000 6756，945 105~0 6542，640 1包4 96.83 0.67 

使用料及手数料 34，659，000 3450史111 99.57 34，233，243 98.77 99.20 3.49 

国IJ車 支出金 192:517，000 166.054，521 86Q5 1“.054，521 86.25 10000 1694 
者日 文 出 金 34，023POO 50，300，482 147.84 50300.482 147.倒 10000 5.13 

公営企業及財農民入 1，394000 4388299 31481 4，388.299 31481 100.00 0.45 

寄 付 金 16000 15，500 96.88 15.500 96.88 100.00 000 

繰 入 金 3，203POO 2202382 6876 2202，382 68.76 10000 023 

諸 収 入 .28，958000 36.898223 127.42 36β98，223 127.42 100.00 3.76 

市 債 104500，000 39，500DOO 37.71 39，500.000 5ス71 100.00 4D3 

繰 越 金 16.892.000 16，8少2587 100.03 16β92587 100.03 100.00 1.72 

メ口ミ 計 1，064，250000 1，002786.108 9422 980293，419 92.11 97.76 110000 
「
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(2) オ入の審査K当つては特 陀次の諸点 に留意した。

1. 収入成績

2. 予算現客員に上むし著しく増減のあったものについてはその理由

3. 違法な収入の有無

4. 未納整理の状況

5. 欠損処分の適否

β) オ入状況

。才一款市 税

市税収入は予算現鵠 63 3. 9 6 6. 0 0 0円に対 し、議定鋭 63ス53 3.05 8 

円、収入済紛 61 5. 5 3 0， 5 4 2円、不納欠損倒 18 0.8 6 9円、収入未済額

21821.647向で収入率は 96. 5 %を示し、前年度に比:設して1.8 % 

上昇しているが、予算現綿に対しては、執行率 9ス1%で 18.4 3 5.4 5 8 

円の減であり、前年度の執行準 9虫 2%に比し、 2.1%下降している。

然し金繍比おいては前年度より予主主現額 13 7， 3 5ス000円、調定額 11 

7， 7 9 4.2 67円、収入済街 12 3， 0 9 2，4 5 2円と夫々 2ス66%、 2 2. 6 

6%、 2 5.0 0 %の大幅上昇を示しており、その主な原凶は自然社会増

と法人の工場進出によるものが目立ち市の発展を物語っている。又オ入

の款別構成比率をみれば、市税はその 62. 7 9 %を示し、前年度に比し

6.6 3 %の上昇であり、市の財源に大きな影響力を占めている。従って

収入率 96.5%の好成績を挙げた徴税業務を担当する凶係職員の税収に

対する努力のあとが充分認められることは賞すべきである。

市税を税目別にみれば市民税は現年分説定額 28 6.37ヌ135円に対し

収入済制は 281.831.218円で収入率 98. 4 1 %を示し、前年度 96.56

%Vl:比し1.8 5 %上昇しており、又調定締では前年度 232.693.748円

に対し 53.685，3 8 7円の丸幅な社会増の延びを示している。収入未済績

は 4.54 7， 9 1 7円で前年度より 3.468.345円も減少していることは好ま

しい実7績と云えよう。滞納繰越分比ついてみると、調定額 13.8 7 1. 8 1 0 
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!巧{宅対 し、 収入済総ば ス54 2. 4 8 Li fIiで収入主主54.3 7 %は前年度 4引

4似た 5.2 3 %上廻り 、三王子諒 Kおいて て)i. 8 iJ 0， 3 0 -i円のi議官討を示 してい

ることは現年度分と併せ関係職員の徴税業務に対する努力のあ とが認め

られる。

固定資産税は現年分調定説 20 3. 9 6 5， 7 8 0 円陀対 し、収入済額 19号

9 70，9 7 1円で収入率 98.0 4 %、滞納繰越分は調定額 11. 5 5 8.6 1 9円

に対し、収入済客員ム 181.664円で 53. 4 8 %す示 し、前年度 に比しラモ々

2. 1 7 %、 1 6. 7 1 %の上昇となってい る。叉金額では全体的K前年度

に比し調定制 において 43.548.532円、収入済額において 46.01 3.5 0 7 

円と延びており、 制定棋jの延びに対し収入未済紛が 2.29 1. 6 5 5円も減

少しているとごとは好空しし、。

固定資産税収入未済磁調

度
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年
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昭 和ろ 8 年度 和
↓
!i

昭
一
円
相
刀種

収入未済紛ー
積別

たばこ消資税は議定鈎 53. 1 0号000円で収入率 10 0 %を示し、 前年度

K比し 12，4 94.3 60円の増収となっており、延び率 3O. 7 6 %は社会増

によ るたばこ消従者層の急増を示すものである。

道気ガス税は謝定制ー52.7 7 1. 2 0 5円で収入率はたばこ消貿税と同様

1 0 0 %を示 し、前年度陀比し 2.23ス374円の増収で 44. 3 %の延び

を示している。たば こ消 t~t 税 及び道気ガス税は毎年増収の延びを示し、

社会増による市発授のあとを如実に物語うてレる。両税の収入率は 100

%が確保されており、 市税の 1Z 2 %を占める重要な財源となっている c

向後社会増に伴い増加の傾向Kある有力な財源として注目比値する G

ーも一



目的税である都市計画税は調定数 10，0 7史o48円に対し、収入済額 970

兄550円で収入率 96. 3 3 %を示し、百iI年度に比し 2.26ヌ17 81ミ 3O. 5 

%の増収である。本税は前年度より課税徴収されたのであるが、 社会増K

比例し増収の傾向にある自主的財務、である 。

欠損処分は市税 324件、 1 80，8 6 9円で各税目別内訳、は次の通りであ

る。

不 車内 欠 損 容面

ぱL年 固定資産手先 軽自動車税 計

円 円
3.6 0 JI3 

円
3 8年度 8 8，1 8 3 2 7 8，1 2 0 36矢903

金 客員
3 9年度 62，71 9 1 04.8 0 0 1 3.3 5 0 1 8 0，8 6 9 

一一ー
3 8年度 1 2 3 f牛 9 2 f牛 5f牛 220 件

{牛 数
I 3 9年度 240 7 3 1 1 3 24 

不納欠損処令托したものは昭和 33伍度課税分の時効完成によるものであ

り、死亡、所在不明、生活困窮、法人解散又は営業不振がその主な原因で

ある。欠損の件数は前年度比比し i 0 4件増えているが、金額Uとおし、て、

189，034円減少しているのは 1件当りの金制が低似の故であり、低所得

の主活困窮者の不納欠損件数が多数を占めた結巣による r

@ ;r二款地方交付税

地方交付税は収入済総ース735.0 0 0円で前年度に比し 36 5.0 0 0円の滅

であるが、当初予算 3.000，000円 K比し大幅な増収であり年度末の貴重

な財源となった。これは町村合併促進j去に基づく旧七生村との合併により、

地方交付税法による 38年度分査定観 5，18 6.0 0 0円と固定食産税の減免

措置による 2.50 0，0 0 0円がその主たるものである 0

0 芳三款 分出金及び負担金

‘ 

:民週金のうち児童措置賀負担金として調定制 6，324、545円K対し、収

入済額は 6，110，2 40円ぞ、これは児童福祉法記基づく保育所措置児童保
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護者の負担金 で前年度花上むし 75. 8 1 %、金却にして 2‘634.6 6 5円の大

i窓治収であるが、これは負込金の制度改王比 よるとさ;に もよるが、 捨置児

童のi首長が原因である。 農業土木公負担金 393.600円は七生東部述合会

用水組合の三沢地区土地改良卒業従地元負担金手、あろ。

。}y四款 使用料及び手数料
使用料及び手数料は調定仰 34.50只11 1円に対 し、収入済幼は 34.2 3 

3.243円で?呪2%の収入率を示し、これを前伍度Uて比殺すると収入済額

陀会計、て使用料で3.290，02 2円、 手数料で、 5.，17 8，2 9 2問、 合計 8.468.

314円、 32.8 7 %の大幅増収である。

これは 38壬E度市営住宅 40戸の建設に伴う 家賃収入増1.4 2 3.73 2問、

衛生手数料;増 5，31 4.62 8円、児童福校使用料地 79虫450円等が主な増

収源で、他の使用料、手数料において も多少の延びを示し、これは衛生手

数料の値上げ、或いはなァ三幼稚舎の幼児施設使用料制定さ存地収の要因をな

すものがあったとは言え、矢張り社会地比よる増収の現れである。

。才iフ五款 国庫支出金
国庫支出金は予五現鋭 19 2. 5 1 7， 0 0 0円に対し、収入済額は 16 6.0 54. 

521 円で執行率 86.2 5 %を示し、前年度に比し 14. 7 2 %、金訴iltLし

て 21. 3 1 2.3 1 6円の増となヮている。予算現在員K対し収入済額が 26.46

2，47 9円も減少しているのは、一小、 四小、潤徳小の騒音防止対策工事負

担金 12.7 1 0，0 0 0円が未収となり、又芝山分校の騒音防止対策工事資補

助金の明許繰越分 10，06 5.2 74月が未収 となったためである。

|通庫支出金のうち主なものは教育関係の 14 0，3 7兄089円で84.53%を占

め、この内騒音防止対策工事資補助金 12 1. 7 8 0， 4 '3 4円が最も多 く、一小

5 0.32 9，77 3円、四小 41.0 4免086円、潤徳小 16.6 48.7 2 8円、芝山分

校ヌ55 0.0 0 0円、 平山小 4.202.84 7円Kよって防音工事が施工された。

来光寺団地市営住宅 8戸分の建設に対する住宅資補助金 2，362.000円の

外、生活保護資負担金 1ヌ307， 000円は前年度より 12.86 0，0 0 0円と
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大幅増収となっている.

0 方六款 都支出金

都支出金は予算現額 34.02 3，00 0円に対し、収入済組は 50，3 0 0， 4 8 2 

円で 16，2 7ス482円の大幅増収であるが、これは市町村振興交付金が最

終補正予算後決定したため 14.94 1. 0 0 0円の増収となったのが主な原因

である。前年度に比殺すると 2，463.9 38円の増収となっている。負担金

は収入済額1.45 0，0 8 5円で前年度比比絞し、 1.03 6.1 8 0円と大幅増収で

であるが、保健衛生費負担金 541.636円が大きな割合を示している。補

助金は収入済客員i4 0， 7 4 4. 3 7 0円で、前年度に比し 5.254.47 7円の増収

であり、その主なものは市町村振興交付金の 2ス741.000円で、前年度

の交付金3.392.0 0 0円に対し 24.34ヌ000 円とはるかに上廻っている

のが目立つ。叉滝合橋及び補助 7号線K対寸る道路橋梁賀補助金7， 7 60， 

o 0 0 円の外、東光寺団地市営住宅 8戸の建設に対寸る住宅投補助金1.5

78.500円が特殊であり、その他漸増交付托よるものである。

委託金は収入済額 8.10 6.02 7円で、前年度より 211.029円の減少である

が、徴税貿委託金ス 81 3.8 3 4円は前年度に比し1.3 35.5' 0 8 円の増収で

2 o. 6 1 %の社会増の延びを物語っている。

@ . 71ァ七款財産収入

財産収入の収入済額は 4.388.2 99円でその主なものは、財産売払収入

4.3 3 1. 7 9 0円であり、内訳はなァ三小学校側道路拡張のための都市計画街

路 2等 1類 4号線街路築造工事土地売払収入3..15.2.2 4 0 円、市有牛豚及

び映写機等物品売払 724.5 5 0円、篭話債券売払収入 455.0 0 0円である。

財産遥用収入は教員住宅使用料 28.4 1 0円、及び電話債券利子 28.0 9 9円

となっている。

@ 71ァ八款 寄付金

寄付金 15.0 0 0円は落J11婦人会より.公民館建設基金の一部として寄付さ

れたものであり 、 50 Q円は寄付者不祥、消防貯水槽併冊建設基金の一部
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として寄付されたもので、何れも昭相 39年 10月 6日、示二回定例会に

おいて議案沙 46号により議決されたものである。

。示九款繰入金

繰入金は予算現額 3.20 3，00 0円比対し収入済額は 2，202.3 8 2円で、

当初予算において用品会計繰入金 3.00 0，0 0 0円を計上したが、用品会計

繰出金が 2，00 0，0 0 0円で:tl{l用が出来たので予算より収入滅となり、 1.99 

8，753円となっている。又、市制記念事業会計繰入金 として 20 3.6 2 0 FQ 

が収入済となっているが、これは決算剰余金である。

。::t十款諸収入

諸収入は予算現客員 28，95 8，0 0 0向に対し、 ス940，223円増の 36.898.

223 円が収入済額となっているが、前年度に比較してみると 21.52 2，8 

2 7円の増収であり、実 lrc139.92%の延びを示す。弁償金等一部減収

もあるが、収入済綴で最も多数を占め るのは 28，605.640 円の雑入であ

り、このうち Kは東京都住宅公社の滝合橋建設助成金 15.0 0 0，0 0 0円、

新都市建設公社の平山台区画整理協力資 1.29 3. 1 0 9円、立JH市のし尿終

末処理委託料 2.10 7， 6 8 6円、道路維持管理官では鹿島建設株式会社4.7

1 6.70 0円、日本弘信産業株式会社1.0 0 0，0 0 0円、田園都市開発株式会

社1.1 0 0，0 0 0円、その他上下水道料金取扱委託金 2，33 5.984円は前年

度K比し 11矢697円の増収で、社会増の現れを示しており、、又日野台簡

易郵便局事務取故委託料等が主たる要因である。

@ ;t十一款市 債

市債は収入済観 3号50 0，0 0 0 円で、このうち教育僚が最も多く、五小

増築工事 12. 0 0 LJ，O 0 0円、平山小増築工事 9，00 O. 0 0 0円、幼稚園 6，500，

000円、二中昼休工事ス o0 0.0 0 0円、合計 34.500，00 0円で 8ス34 

%を占め、その他都市施設整備費 3.00 0，00 0円、慶芥収集車5台分2.00 

0，000円の衛生債となっている。

@ ;y十二款繰越金
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3 8年度決算による繰越金は 16，8 9 2.58 7円と なっている。

(心 その他

内部監査・の制度化による会計事務に対する指導強化の実施は、その成果

が事務上に判然と現れ、特に現金を取扱う出納員、現金取扱員制度の組織

化Kよる会計事務の合理化沈は一段と進歩のあとが窺われる。

(ロ)オ出

(1 ) 昭和 39年度一般会計オ出決算は予算総綴 1.064.250，000円に対し、

支出済鈎 94 5. 5 8 1. 6 0 2円、不安額 10 8.60 3..1 2.4円で執行率 88.85 

%である。前任度 の執行率 91.63%11(比J設すれば 2.78%の下鋒であ

るが、前年度の支出済額 85ヌ94ヌ906円より 85‘6 3 1.'6 9 6円の増で

あり、全款に亘り支出増となっている。支出済制 Uておいて最多仰を占め

るものは教育誌の 36 8. 0 8 4. 1 7 0円で総紛の 38. 9 3 %を占め、労働貸

の 5，202‘981同が 0.;5 5 %で最低初 となっている。執行率Kおし、ては、

特沈低率なものはなく、労働資の 75. '1 4 %が最低率を示すか全校的に

は適正に執行されていると言えよう。
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一般 会計 オ出執行一 覧表

おぞと 予算現額 支出済額 不 用額 執行率 構成比

議 ムτE三 資 2 7， 9 4 7， 5 2 1fI 27， 43 8，73伊 508.78Lf3 98.18% 2.90 % 

総 務 費 1 69，226，678 16 3.1 9 6.7 0 3 6，029.975 96.44 1ス26

民 主 費 7ス590，242 3264.017 95.96 821 

衛 こι4じ噂 費 1 20，031. 359 1 1 7，7 2 6， 1 2 0 2.305，239 98D8 12.45 

労 イ劫 費 6，924.688 5.202.981 1.721.7 07 75.14 0.55 

農. 業 費 16，872.893 16，085.445 78ス448 95.33 1.70 

商 工 費 10，656.006 ヌ444β30 1.211.176 8863 0.99 

土 木 i費 130，019，865 111.82ス102 1 8.1 92、763 86.01 11.83 

消 防 費 29.748.700 2矢636‘498 112.202 ?虫62 3.1 3 

教 育 費 44ス949，347 368，084.170 繰越10.065274 82.17 38.93 69，799，903 

災害復旧費 1.000 。 1.000 。 。
1.ι¥ 、 債 費 23，831.000 1只348.772I 4.482、228 81.19 2.05 

諸支出金 1.000 。 1.000 。 。
繰上充用費 100ρ00 。 1 00，000 。 。
予 備 費 85.684 。 85.684 G 。
メ口入 計 1.064.250，000 I 945.581. 602 繰越 10，065之~41 88.8 5 

1 08.603，1 24 
1 00.00 

L 一一一

各款節別にオ出決算を検討すれば工事請負費が 32.2 2 %、 304.7 02. 

3 8 1 円の支出で最高を占め、報酬、給料、域員手当等人件費は 2ス480;{) 

2 5ヌ927，965円 となってい るG

(2) オ出の審査に当つてはト特比次の点に留意 し、 関係帳簿及び証書類と照

合 し、 責任者から説明を聴取して検討した。

1. 違法、不当な支出の有無
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2. 予算が目的通り執行されたか否か

3. 執行の効果

4. 計算の確否と関係帳簿及び証書類の突合

β) オ出状況

。 示一款 議会費

予算現?'5fi27， 94ス521 円に対し、支出済制 27， 43 8，73 9円で執行率

98.1 8%となり前年度支出 梯 と比佼 してえ o1 5.5 8 1円の増で、 34.35% 

の;増加率を示しているが、こ れは議員報酬の値上げが大きな要因であろ p

本年度は兼ねての懸案事項であり、強く 要望されていた議会報が、市昇

格K伴って漸く予算化され、 2回比亘り発行されたことが特長である。交

際費は 10 0 %文出されているが、各月の支出は時期的に多少の増減はあ

石も、四半期毎にみれば比告す的平均化されており、こ のよう K計画性をも

って支出・することは好ま しL、。

。 沙二款総務費

予算現客員ii 6ヌ22 6.6 7 8円に対し、支出済額 16 3， 1 9 6， 7 0 3円で執行

率 96. 4 4 %である 。本款の主な支出は報酬、給料、成員手当等人件費が

6 5. 7 6 %、 1 0ス320，25 5円で最高を占め、需要費 13，5 84.8 0 7円、備

品購入費 5.754.72 5円等がこれに次いでいあ。総務費は市役所込営に要

する経常ii進費がその主体をなすものであるが、本年度の特色としては、一

般管理費の備品購入賞から市ノミスを購入し、市民の研修旅行に貢献したこ

と、又工事請負貨から支出された中部、南部両地区市民センターの新設で

あろう。

公有財産購入費 3;57 3， l6 8円は日 本住宅公団K対する行政センター土

地購入割賦金であり、投資及び出資金 372，590円は道話債券並に庁舎内這

話交換設備回線増設費である。寄付金 1.00 0，0 0 0円は明星大学設立資金

に寄付 として支出されている。繰出金-2，00 0，0 0 0円は当初予算において

用品特別会計VC3， 0 0 0， G 0 0円計上されたがえo0 0， 0 O 0円で起営出来た
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もので1.0 0 0.0 0 0円が不用額となっている。交際費は当初予算で1.8 00， 

o 0 0円計上され、赤 5回補正予算で450，0 0 0円追加、合計2，250，0 0 0 

であるが、月別文出では相当波があり、伊!えば年度当初 4月vc750，0 0 0 

円を支出しており、年度末2月には支出なく、 5月に 50，00 0円を支出し

ている等、これを四半期別にみると、赤一、四半期 1.175.000円で、 当

初予算1.8 0 0， 0 0 0円の 65. 3 %が支出されており、~，二、四半期 475.

000円、示三、四半期 450，0 0 0円、7t四、四半期 15 0，0 0 0円となって

おり、交際の内容によっては時期的に多少の多寡はある としても、一応の

支出計画を立てておくべきであろう。

。矛三款民主費

予算現鋭 80，8 54‘259円に対し支出舗は 77， 590，2 4 2円で執行率は、

9 5. 9 6%である。民主費の性質上、予算比対する扶助費の占める割合が

高率であるのは当然で、支出済額は 24.703.0 50円で31. 8 4 ~，{，を占めて

いる。然し生活保護費の扶助料については、当初予算において 28.594.0 、

o 0円を計上し、その後 2回に亘り 2.400，0 0 0円が減額補正され、なお

出納閉鎖持において、 5月分主活保護診料貸 1.3 9 4.0 0 0円を 40伍度へ

振替年度更主し、不用客員 2.462.0 7 4円を残している。これは生活保護者

の該当実数並に診療費等の実怨把握に困難性があると思料するも、最終補

正における慎重性を欠き、予J;I編成の見透しが甘かったと言えよう。繰出

金は 14.3 1 6.0 0 0円支出されているが、これは国民健康保険事業勘定特別

会計 6.596.0 0 0円、国民健康保険病院勘定特別会計6，25 0.00 0円、国民

健康保険直診勘定特別会計416.00 0円、公益質屋特別会計1.0 5 4: 0 0 0円

の繰出しとなっている。

。 才四款衛生資

予ぷ現額 12 0， 0 3 1. 3 5 9円民対し支出済額 11 7， 7 2.6. 1 2 0円で執行率

9 8.0 8 %である。本款の主な支出は委託料 28.0 66.3 1 6円、負担金補助

1 0，94 0，0 5.0 円及び繰出金21. 945.0 0 0円である。委託料は本年度より
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都市美化の一意義として主ごみの収集を実施することによ っての生ごみ収集

委託料 4.603.00 0、塵芥収集委託料 2.845.5 0 0円、 し尿吸取委託料 16， 

989， 935円、及び今夏より秋にかけて日野自動車工場より大量K発主し

た赤痢蔵者に対する伝染病患者入院委託料 3，59 7， 8 8 1円がその主体をな

すもので、本款支出総鈎ーの 23. 8 4 %を占めている。負担金補助は、し尿

吸取業者に対ーするし尿処理費の補助金 8.41 3.00 0円がその主な支出であ

る。塵芥処理費の工事請負貸で浅川堤防兼用道路工事代金として 3.680，0 

00円が支出されているが、これはなァ三回補正予算 で3，87 3，0 00円を計

上し、 予算残が 193，0 0 0円あるにも拘らず、最終補正予算ltL1. 1 8 3. 0 0 

0凹を追加計上し、結果的には 1.3 7 6.0 0 0円の不用舗を出しているが、

落札金額により 工事が竣工 してい るということ は、ずさんな設計による 予

算編成の誤算 と言うぺそ 特に注意すべきである p 繰出金 21.9 4 5.0 0 0 円

は上水道事業特別会計に 20，46 2‘000 下水道事業特別会計ltL1. 4 8 3， 0 0 

0円繰出したものである。

@ ~ァ五款 労働費

本款は予t，I現湖 6、924.68 8円に対し、 支出済額は 5.202，9-8 1円で執

行率 75. 1 4 %である。失業対策事業の予算編成に当つては、一般土木

工事す主体として予算措置をしたのであるが、道路工手ーでは市道補助 12 

号線、宮 9号線、市道 18号線の補修工事にとどまり 、;yー 中学校 、才二

中学校及び矛五小学校の外柵工事が施行工事の主体となり、 この外方一中

学校プール工事補修、か六小学校プール基礎工事等が実施された。このた

め原材料費vc1. 1 7 8. 0 7 6円の大幅な不用翻を残した。

@ :1ァ六款 農業資

本款は予算現客員 16.8 72.8 9 3 円に対し、支出済組 16.0 8 5.4 4 5円で

執行率 95.3 3 %である。支出の主なものは負担金補助及び交付金で、

4.4 04.5 1 0円を支出しているが、農業振興費では 2937， 235円の支出

で、 このうち農業共済組合VC1. 5 0 0， 0 0 0円が補助金として交付されてい
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る外、農業振興のための各種補助金である。文農地費では 1.20 5.72 5円

の補助金が交付されているが、用水組合陀対1ーする助成金並に水田渇水対策

のための補助金が主な支出である。

。矛七款 商工費
本款の予算現客員は 10.65 6.00 6円で、支出済額は免 444.8 3 0 円、執

行率 88.6 3 %である。主な文出は負担金補助及び交付金の 8.390，090 

円で、支出総額の88.8 2 %を占めている。これは商工振興事業補助とし

て日野市商工会Itc1. 3 0 0， 0 0 0円、日野市間光協会補助金 350，0 0 0円、

日野市工場誘致並びに育成条例による奨励金としてr./-[，!タイプラ イター株

式会社外 6社に対し 6.740，0 90円である。

。芳八款土木資
本款は予算現客員 130，0 1只865 円K対し支出iJ-rrSi-1は 11 1. 8 2ス102円

で執行率は 86.0 1 %である。 これを前年度と比蝕すると執行率におL、て

は 5.41 %下降しているが、支出済額では 3.21 6曹227向の増である。

本款において工事請負賓が主な支出であることは当然でああが、 46.39只

450 円のうち滝合橋新設工事代金 10，25 0，0 0 0円あ東橋橋梁新設工事

代金 65 5.00 0円を含む橋梁新設改良費工事請負貸 11.4 7ス750円と金

額は少いが、補助才 7号線道路改修工事代金4.00 0，0 0 0円を筆頭民、外

4 0 1午に及ぶ道路新設改良資の工事請負費 23.7 1 3，50 0円、並びに市営

住宅東光寺団地住宅 8戸の住宅建設鋭、 工事請負資 6.050.0 0 0円が主な

ものである。公有財産購入賞 5.185.9 5 0円は東光寺市営住宅団地建設用

地 35.18 8坪買収資 2，81 5.0 40円、lえび道路新設改良質の東仲間上宿方

1 3号線改修工事K伴う道路用地購入費外 6件の 2.370，9 1 0円である。

負組金福助及び交付金の主なものは吹上団地土地区画整理組合に対する

6，00 0.0 0 0円の支出である。土木工事は起債並K補助金確定の時期によ

り、兎角発注が遅れ、年度末に集中するきらいがあり、工事に よっては出

納閉鎖期間に竣工せず、文払に影響する場合もあるので、年度計画の樹立
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により計画的に発注施工に努力すべきである。

③才九款消防費

本款は予算総額 2只748.700 円陀対し支出済額 2号636.4 98円で、、執

行率 9虫 62%である。前年度 K比較すれば 5.79号609円の増である。 砂 内

支出額の主なものは 26.3 00，0 0 0 円の委託料で、このうち東京都に対す 五

る消防委託料 24.7 1 0，0 0 0円が最高綿ーを占めている。

。芳十款教育資

本款は予算現額 447， 949.347円に対 し、 支出済額 36 8. 0 8 4. 1 7 0円

て執行率 82. 1 7 %を示すο 前年度K比段すれば 64.940，4 87円の増で、

2 1. 42%の増加率を示す。本款の本年度における 事業の特色は、山梨県

八ヶ岳山麓 における林閥単佼の建設、沙一、沙二幼稚園の建設、二中体育

館の建設、五小、平山小の増築工事、一小、四小、 平山小、潤徳小、芝山

分校の防音工事、平山小のプーノレ建設工事等多彩に亘り、関係当局は多忙

を板め、本年度オ出総決算中、 j構成比率 3.8.Q 3 %を占める膨大な予算を

確実K執行したことは賞すべきである。本款中、主たる支出は前記各種の

建設陀要した工事請負民 24 7， 3 9 5.8 4 8円で支出済額の 6ス21 %を占め

ていろ。このうち林間学校建設工事請負費は 12.86矢040円、五小、平

山小増築、平山小プール建設等、学校建設施設整備工事請負資は 42，266

080円、学校防音工事請負資は 12 8，0 5 5. 7 5 4円、二中体育館工事請負

賛 28.60 6，1 0 0円、幼稚園建設工事請負費 31. 9 5 3.0 0 0円等がその主な

文出である。

学校防音工事費のうち、芝山分校防音併行工事は起債が 40年度に振替え

られたため 10，0 6 5.2 74 円が繰越明許貨として沙問問補正予算において

3月19日議決されているふのであるσ

小学校費の学校建設施設盤備費、公有財産購入賞 60，0 0 0，00 0 円は、

二小の絞地が買収出来なかったため不用額となったO
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。才十二款 公債費
本款は予算現額 23.8 3 1.0 0 0円に対し、支出済績は 1ヌ348.7 7 2円で

執行率 81.19%である。

衛生債 土木僚、公営住宅僚、消防債、一時借入金等の元金償還及び利子

支払K要.する経費で不用額 4.482.228円は見込違いのためである。

4. 予算の流用

予算流用の件数は 80件で6.94 4.9 4 8円の流用額であり、前年度に比

殺して 51件の大幅な減少をして おり、金均においても 648.33 8円の滅

となっていることは前年度より一歩前進した努力のあ とが窺える。款別で

は件数において総務費と教育費が何れも 22件で最高であ り、流用額では

土木費が件数は 7件であるが、 3.6 2 7， 2 7 0円で最高である c 1件の最高

額は 土木賞の 3.57 3. 1 6 5円で、これは公園管沼伐の公有財産購入賞から補

償補填及び賠償金比流用したものである。予算の流用は法的には認められ

ているが、流用が頻繁忙行なわれることは、予算本来の目的を変更するこ

ととなるから出来るだけ撃しるべきであること は前任度の決算監査におい

て注意したのであるが、 本年度において弘、不足を生じたため予備費から

充用しておきながら余剰となったので他の資自に流用したものが 2件あっ

た。このよう陀流用の本質を誤った予算執行は、予算編成の計画性を欠く

ものであり、法の趣旨に合致した適当な措置であるとは言えず慎重を期せ

ら士しずこL、。
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予算流用状況一覧表

科 日 支出済額 流用額 決算比 件数 流用最高額

議 会 費 2ス438.739円 6ヌ586円 0.25% 1件 69，586円

総 務 費 1 6 3，1 9 6.7 0 3 481.557 0.30 22 1 92.500 

民 主 l背 77，590，242 24.876 0.03 6 8.685 

f1i可- 生 費 1 1 7， 7 2 6，1 2 0 678.7 37 0.58 1 1 330，500 

労 働 費 5202.981 4538 0.09 4.538 

農 業 賛 1 6.0 85.4 4 5 6ス559 0.42 7 31.100 

商 工 費 9，444.830 4.250 0.05 . 4.2 50 

土 木 賛 111.827.102 3.627，270 3.24 7 3.573，1 65 

f荷 防 資 29.636.4 98 120.000 0.41 2 76.31 5 

i 教 育 資 368.084.1 70 1.866.575 0.51 22 602.790 

災害復旧費 。 。 。 。 。
ム/;-..、 債 鷲 1 9.348，7 72 。 。 。 。
諸支出金 。 。 。 。 。
繰上充用金 。 。 。 。 。
計 945.581.602 6，944.948 0.73 80 3.573.1 65 

(5) 予備費

予備費充用の件数は 130件で充用舗は 14.7 1 5.3 1 6円の多額に達し

前年度に比殺すると 76 f午、 1. 6 4 8.2 6 7円の増で決して好ましいことで

はなL、。地方自治法才217条は予算外の支出又は予算超過の支出 K充て

るため、予備費の制度を認めている。予備費は予算 K科目がない支出のほ

か、予算に計上された科目 Kあっても、予算編成当時予見出来なかったも

ので緊急支出せざるを得なくなったもの、並び比予算CIrC計上されてはいる

が、その後の物価の変動等により金額に不足を生じたものに対してその支

出が認められるのである。本年度オ出決算による予備費充用のうち、予備

費を充用 し残金を更に流用しているものがあり決して適正式ミー措置とは言え

ない。予算の流用と混同 して充用している感があり 、充分注意されたい。

._ 19"ー
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予備費充用状況 一 覧表

笠 目 し支出荷 1- 充足~rJJ 1_ þ~~比lf竺i- 充用長空i
議会費 I 2 7，4 3 8，73 9円 593.521円 i 2.16%1 6-f斗 ，160，7 82円

総務費 I1 63.1 96.7 03 I 6.371.678 I 3.90 I 5.7 I 655.028 

民主 費 i 77，590，242 I 286，259 I 037 I 12 i 6ヌ721

資

資

資

資

質

資

資

生

働

業

工

木

防

育

衛

労

農

商

土

消

教

災害復旧安

1 1ス726.120

5.202.981 

16.085.445 

9，444β00 

111.827，102 

2 Sミ636.498 

368.0 84.1 70 

2.072.359 

843.688 

1 64.893 

8.006 

236.865 

92.700 

4.0 45.347 

。 。

455.646 

364.700 

53.120 

4.485 

62.500 

92.700 

1.971.600 

。 。

時 ;J?とL日前:-ト一元;
お) 予品不用返事:

本年度における予算不用組は 10 8.6 0 3，1 2 4円で前年度 78.528，894

円K比し、 30，07 4.2 3 0円、38.2 8 %の増 であるC このうち災害復旧資、

言者支出金、繰上充用金の ろ款は、当初予算計上認をそのまま不用額として

いる。叉節におい ては58件あり 、前年度の 142件K比し、 84件の減

少である。

不用組の最高舗は教育留における公有財産購入費 60，0 0 0，0 0 0円でこれは

なア二小学校用地購入のため予算計上したが買収不能により不用舘 となっ た

ものである。その他不用組 を生じた主な要因としては、 経費に見合った特

定財源の収入が予定 どおり得られなかったものや、予算がその積算を誤っ

て必要以上に多鋭に計上されたもの、又経費の合理的な使用、当事者の努

力による泌賀の節約によって生み出 したもの等が窺われる。
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(二〉特別会計

1 総説

昭和 3 9年度の特別会計のオ入合計訴は 331.504千円〈内一般会計から

の総入額 5ヌ19 1千円〉、オ出合計額は 35 8，1 0 0干円(内一般会計への

繰出額 4.543千円)であって差引 26‘596千円の収支不足となる c 又一般

会計からの繰入総と一般会計への繰出舗を控除した純収支の不足額は、

8 1， 2 .1 4千円となり、昨年度の純損失 6ヌ779千円に比し 11. 4 65千円

(約 17% )の増加となっている。 但しオ入総額が前年度に比し約 1 6 % 

増加しているので必ずしも悪化したとは云えず、病院会計、公益質屋会計

ば大巾な好転を示している。その明細は次の通りである。

〈単位千円)

昭和 3 9 年度 j昭和 38年度
i J._ • 1 ~_ . ! ~ 

オ入ド1慌!訪問系脱会|監紺鑑
定~ 5 

』か 病院勘定! 816..s I 6 

A 直診勘定! 〆 ω41 i 1州ム~;i 05 1 _.2川 子5叫ム 1，601Iム 4988
ト公益質屋会計 I 1 句~_I~0.121 l一一1ャLtど74 i( %4h1518
土-~-~竺~l竺当三笠悩~_' _e~=~~J ム 1，392 い1 7，405
都市計画会計! 必85I 2ω吋 1，7 261 H33851 函示Y 十一

用品会計~ 33145! 33洲 01 2POOl. 1.999~ 1 I 0 1ム 1 

用地会計~ 1 4134 1 47，5241ム327901 Iお441ム犯2461ム16，957Iム 16，957

市制記念事業 l ' I I I I I I 204 Iム
ト一一一一一一一一
小計

水道事業会計

下水道事業会計

計

メ口入 計

70β64 

72482 

31，159 

103841 

331，504 

10 1，9281 ム31.0~41 203851 4，543件46.906Iム167531ム2ス.360

71，958 724 20A62 
rd|4252出

34.96 乙込 3810 1.483 5293 !ム 366Iム 1，779

106.92 ム 3，086 21.945 5p31 ム 6990 ム25P15

358~0 ム26596 59;191 
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予算の執行状泌を見ると次の通りである。

健保事業勘定 62.716 一1419|…wU51A1011
11 病院勘定 80，258 81.61 6 I 1. 358 !I 80，258 I 67，373 ム 12‘885

1/ 直診勘定 13.022 

公益質屋会計 10.227 10，345 I 11 8 11 10，227 I 10，1 21 Iム 106

都市計画会計 22.885 22.385 Iム 500 11 22.885 I 20，659 ム 2.226

用品会計 36.813 33.7 45 ご~ 3.068 36.813 33.7 45 ム 3.068

用地会計 59•153 14.7 3 4 ム44.419 5矢153 47，524 ム 11.629

水道事業会計 83.053 72.682 1ム10，371 92.88 0 I 7 1.958 ム 2仰 21

メ主、

34.699 

計 402.826 

この内容を検討するとオ入を過大比見込み、之が収支不足の原因となった。

ものが白立つ。特に直診勘定、用地会計等は縫実な基礎もなく、屈めて多

謝の予算を組み、実績と大きな差を生じている。このような場合、オ入の

減少に伴って、支出を節約すると云うことは実隙上困難でめるの収支の均

衡布保つためには予算編成に際し厳密な計算を行い実行可能な予算.をたて

なければならなし、。本年度の決算審査に当つては、特Kこの点が痛感され

たので、将来厳K注意を原弘、た¥''''0
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2 各説

その 国民健康保険事業勘定

オ入 (単位千円 )

費 苦保一険目税一予||h3笠t鮮0白度6-7L11卜金一31一89一年九一笠度-日実績(B)1 r;年度実績ρ)構成比 金額繍瓦比

国民健康保険

使用件及び手数料 17 21 59 
145B11W  

国庫支出金 29，871 27，6 16 48 20，501 44 ス115 I 92 ~/ 

有官 支 出 金 6，302 3.8 71 7 3.5 7 2 8 299 I 6るH

応接 入 金 6，596 6.596 1 1 5.536 

L||繰諸主

越 金 621 621 4 ムi.6 4 4 I 1 0 0 /~ 

収 入 242! 431 370 61 I 178" 

入 計 lU71615Z897 10ol仏571 1 0 0 I 1 1.3 _2 6 1， i 9 2グ

'湾S叫且= オ 出 〈単位千同)

執行率

B/A 

97% 

給付費 55.809 55.073 LY(D/J Ml 1.046 90 I 1 4.02 7 I 1 0 0 " 

保健施設費 2.409 2.371 4 I 2，024 3.1 7 99/.ノ

O~/ 

38 一

。 0// 

45.950 9 9 ~/ 
J 

オ入57， 897千円に対してオ出 61. 7 0 5千円で差引 3.808千円の収支不足

である c 之はオ入(主として国庫支出金及び的支出金)の過大見積によるも

のでああ。このよ うな収入は予想K困難なぶがあるかも知れないが、 変動が

予見されたと きは直ちに更正の処置をとるべきである。

オ入オ出の構成は 38伍とほぼ同様の比率であり、大体に於て妥当である
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過

現

カ制績の比率が僅か乍ら増加の傾向を示していることは注意を要する c

国民健康保険税の徴税率はや L向上したが未だ充分とは云えず、特に過年

度分の徴税率が低下しており、多分に改善の余地がある。

不納欠損額 130千円を主じたが、内容を見ると止むを得ないものと認め

られる。

国民健康保険税徴収率比較 (単位千同 )

lt l収コ吉田収入額 徴収率

年 度 1. 521 I 323% 

年 度 14.7 97 12.678 85.711 19，697 12.21 9 87.4 l' 

計 19.145 14.268 74.5庁 24.413 18.7 40 76.8" 
『

伝票並びK証拠書類は完備し整理しており、計数にも誤り がなかった

I 

ι、、 4

シ仇白

や) 国民健康保険病院勘定

オ

債

計

総 務 費

オI[褒 業 費

施設釜備費

o、 僚 費

654 672 I 

1 0ρ00 

81.61 6 56.612 

36.683 31.046 

26.81 1 20，665 

1.930 

654 I 
， 

大巾の好転を示

(単位千円 )

672 Iム2% I I > 1 

64.834 I 50，096 I 2切4|1110161 3100 
3.6.683 I 31. 046 I 1 8% I 56 I 58 

26.811 I 20ω5 I 3 0% I 4 1 I 39 

1.949 I ?OO6 I ，1:949 I 2.006 1.63% 3 3 
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之は主として診療収入、特陀外来収入の増加によるものであって、今後病

床の増設が行はれ Lば一般会計からの繰入がなくても採算が可能であると

思はれるので関係者の一層の努力をお願いしたい。

予算の編成も妥当であって、当初予算 53.88 1千円 K対し、 26，377千円

(当初予算の 49%)の追加が行われているが、之は市債並びに収入の増

加に見合ったものである。当初予算はほ Y前年度の実績に基いて編成しで

あり、極めて堅実であるといえる。本年度の好成績は一つには、予算編成

が健全であったことに基くものと考えられる n 今後もこめような方針を持

続されたL、。伝票並びに証拠書類は完備し、よく整理されていたが、請求

書の合計金額と請求額が一致しないものがあり、このため不足払 3件320

円、過払 4件 415円を主じているのその他の計数並びK勘定科目につい

ての誤りは見受けられないの

い 国民健康保険直診勘定

.............- --、_，二同， - ， .ー・~‘'圃'‘・， 、F目

決算書上の損主主 当亥年度時屯損益 純損益 料損益σ精成比率
σ1 

39年度 38年度 39壬E度 38壬Ef蔓増放感 ろ9年度 38年度

「診療収入 4.823 4.22，3 4.823 4.223 14% 98% 97% 

使用料及び手数料 26 19 26 19 

繰入金 2D 17 3.387 

過年度収入 64 

入 諸 収 入 75 97 97 97 

計 6，941 7，789 4924 4.339 14% 100% 100% 

給料手当 5.6 44 ，4.1 89 5.644 4.189 35% 67% 53% 

オ 総務費 その他 919 1.0.15 919 1.015 t10% 4% 

計 6.563 5204 6，563 5.204 26% 7助ら 57% 

医療用器具脅 2.085 2.085 23% 

修繕費 214 214 2も

医業費 給食費 108 120 108 120 1% 1% 

その他 1，443 1.243 1.443 1.243 14% 1 7% 14% 

出 計 1.551 3.662 1.551 3.662 b5'8% 1釣6 40% 

繰上充用金 1.601 193 

ムF入A 債 賀 332 331' -332 331 4% 4% 

計 10，046 虫389 8.446 史196 と~% 100% 100% 

過 不 足 3. 1 0 5! 1. 60 1 3，522 4.857 

-25-
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=静八

実質的な欠損は昨年度に比すれば減少しているが、依然として大巾の欠損

であり、収入 100円に対して、支出は 17 0円 となり、しかもその内、

総務費が 13 2円を占める状況である。欠損が昨年 よりも減少しているの

は一時的な費用である医療用器具購入費並びに修繕賛が昨年度は 2.300千

円あったものが、本d王度 ~，;r 0であったことによ るものであり、本質的には

改善の方向には向っていない。之を急速に減少せしめるこ とは困難であろ

うが、現状は収支の面からも利用度の面からも満足すべき状況ではないの '

で遂次改善するよう真剣IjVL:検討する必要がある。

予算の編成を見ても、予算と実績とには次表のように大きな差異があ り、

前年度の実績 K基いて慎重に計画されたものとは考えられなL、。この面か

ら見る限りでは収支の改善陀ついて充分な検討がなされているものとは見

受けられない。

予 算実績 対比 (単位千円 )

9毎日什5峨 収支の比較- 38 &i渡 l

当初 Ii(1 fJD I 吋 収支差額執行獲 収支繍|

務 収 入 4.823 ム5.651 46弘 4.287 

使用料手数料 48 I I 48 26 乙~ 22 53% 19 

財 産 収 入 一 どご〉 一

繰 入 金 416 1.880 2.296 2.017 ム 279 89% 3.387 

繰 越 金 一 乙2‘- 一

諸 収 入 201 201 75 ム 126 37% 92 
= 

オ 入 計 11.142 1.880 13.022 6，94 I ム6.081 62% ス789

総 務 費 8.029 8ρ29 6.563 ム:1.466 82% 5.204 

医 業 費 2.580 2580 1.551 ム1.029 60% 3.662 

繰上 充用金 1.881 1，601 ム 280 85% 193 

1入A 債 費 332 332 332 100% 331 

予 備 費 200 200 。ム 200
オ 出 計 1似 21 1.880 13.022 10.046 と当2.976 77% 号389

計数、勘定科目、伝票並びに証拠書類については誤りは見受けられなかった。
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与) 公益質屋特別会計

一般会計からの繰入金は 1.998千円で、 38年度の 547千円比比し大

巾K増加しているが、本年度の支出の内には 3 8年度の繰上充用分944

千円が含まれており、これ等を修正して計算すると次表の通りであって、

実質的棋においては収支の不足が半減しており、実質的な損益計算Kおい

ては、 38 ~五度が 264 千円の欠損であったに対し、本年度は 1 5 6千円

の利益となっている。

経営状態はこの 2年間において完全に立ち直ったと云え、関係者の努力比

敬意を表する次芳である。

計数、伝票、証拠書類等についても誤りは男受けなかった。

~ -，.， ~ .・-

決算書上の損益実質上の収鼠算実質上の損益計算

39年度 138伺支 5低皮 38包皮 5娃度 j38年度

回収 金

760 I 336 I 760 I 3361 760 

m質物売却代 149 I 78 I 149 
一一一一一一一
計

繰越金

繰 入金|

雑収入 4 I 13 

オ入計

事 務 費 757 584 

事 業 費 貸 付 金 8:4 20 4771 ! 8，420 4.7 71 
一

ヌ17寸i555計 9λ77 5355 757 I 584 

総上充用金 944 子107品f入A 債 費 107 

オ 出 計 1 0，121 5.462 ヌ171 5.462 

差 ヲi 224 ム944 ム830民.1.72 5 1 56 Iム264

6t-) 都市計画特別会計

特に注意すべき事項はない η
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付 用品特別会計

特K注意すべ き事項はない。

(ト) 用地特別会計

オ入14.7 3 4千円K対し、オ出 47，524千円であって差引 32.790千円

を翌年度に繰越す結果となったO 原因は追加予算の計上K当り、東大久保

用地の売却をオ入に見込み、之が実現しなかった為である。昨年度も全く

同ーの事由により一般会計への繰出 52.8O' 0千円が不可能となり、一般会

計の収支κ大きな影響を与えている。昨年度も指摘した通り、オ入はむし

ろ控え自に見積るべきであって、このような不路実な予算の編成を再び繰

り返さないよう特托注意したL、。この場合はむしろ財源を一般会計からの

繰入陀仰ぎ、同時K一般会計のオ出の節減陀よって資金の調達を行うべき

であったと考えろ。 (単位千円)

予 算
笑 奇童 比 段

当 初 迫 力日

財産売払収入 25.625 33.528 5ヌ153I 14734 ム44.41 9 

オ 入 計- 25.o 25 33.528 5ヌ153 1 4.734 ム44.41 9 

用地売収費 21.800 21.800 22.600 800 

ム1;'会¥ 僚 費 3.182 3.182 2.162 ム1.020

繰上充用金 1 8，119 18.1 20 16，957 ム1.163

予 備 安 642 号304 9，946 。ム究946
繰 出 金 。 2β25 2.825 2.544 と込 281 
建設改良 .賞 。 3.280 3280 3.260 .d‘ 20 

オ 出 計 25，625 33.528 5ヌ153 4ス524 ム 11.629

ム32.790 ム 32.790

約 水道事業特別会計及び下水道事業特別会計は思Uvc意見書を提出したの

で詳細は省略する。
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(三)結論

一般会計及び特別会計を通じて決算はその計数陀誤りがなく、証書類も整

備され、会計経理はほ Y完全である。ー絞会計においては、 34. 7 1 1. 8 /1 7円

の黒字をもって翌年度に引継ぐことを得たのは慶ぶべきである。特別会計は

26.5 97， 5 3 5同の欠損であるが、公益質屋、市立病院等の実質業績の向上は

認められる。総体として財政も健全陀選営されており、 8，11 4.2 4 2 円の黒

字をもって翌任度比引継ぐことが出来たことは、市財政当局の努力の錫と高

く評価し得ょう。ただ敢えて希望を述べるならば、オ出予算σ語執行陀多少の

プレーキがかかり、事業の執行K稀々手遅れがあり、且つ費目'の流用、予備

費の支出 K感心出来ない点があり、叉予算消化のため、出納整理期間に入っ

て支出の無期を解決する等のことがあったことは残念である。市制施行後僅

か 5ク月托して本年度を迎えたのであるが、自然増陀よる予算の膨大化、地

方財務会計制度の改正適用等経理事務に関する活期的年度であったが、こ

れK対処し、内部監査制度の強化と相倹って経理事務の合理化に努力された

あとが窺われて慶ばしいことである。イ可れにせよ、木市における行財政の必

営は健全とまではいえないまでも、努力のあと顕著なるものあり、更K一層

の工夫を加えることによって完壁を期すことが出来るであろう。
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